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内陸活断層による地震では，地表に現れる断層変位によって構造物に甚大な被害が生じる可能性がある

ため，断層変位の影響が避けられない場合にはその影響を考慮して地震時挙動を評価する必要がある．支

承や桁，軌道を介して線路方向に連続している鉄道構造物では，隣接構造物が挙動に影響を与える可能性

があるが，その影響程度は不明である．そこで本検討では，断層変位を受ける鉄道高架橋を対象として，

隣接構造物による変位拘束の有無が地震時挙動に及ぼす影響を比較した．その結果，線路方向の変位が拘

束されることでモーメント分布が変化し，変位の拘束を考慮しない場合とは部材の損傷程度が異なること

が示された．したがって，断層変位を受ける構造物の地震時挙動を評価する際には，隣接構造物の影響を

適切に考慮する必要がある． 
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1. はじめに 

 

内陸活断層による地震では，地表に現れる断層変位に

よって構造物に甚大な被害が生じる場合がある．1999年

のトルコ・コジャエリ地震や台湾・集集地震では，断層

変位による落橋等の被害が報告されている 1), 2)．断層変

位による被害の甚大さを鑑みて，鉄道構造物の設計標準
3)では断層変位を地震随伴事象として扱い，その影響を

極力小さくするように構造計画の段階から配慮すること

としている．一方，やむを得ず断層変位の影響を回避で

きない場合には，その影響を考慮して地震時挙動を評価

し，必要に応じて安全性や復旧性を高めるための対策を

講じなければならない． 

断層変位を受ける構造物の地震時挙動を評価する検討

は多分野で行われている．鉄道分野では断層変位の影響

を受けにくい構造形式の提案 4)や断層変位に配慮した施

工事例の報告 5)もされている．また，著者らは慣性力と

断層変位の影響を同時に考慮した鉄道高架橋の地震応答

解析を実施し，個別の影響のみを受ける場合よりも部材

の応答が増大する可能性があることを示している 6)． 

ただし，既往検討 6)では線路直角方向の挙動を把握す

る目的から，線路方向に対する構造物の変位と回転を拘

束した条件としている．断層変位を受けた場合は 3次元

的な挙動が想定される点を踏まえると，既往検討 6)の結

果は，実際の鉄道構造物における支承や桁，軌道を介し

て隣接構造物と連続していることによる拘束の影響が加

味されていると考えられるが，隣接構造物による拘束条

件が異なれば挙動も変化する可能性がある．しかしなが

ら，断層変位を受ける構造物に対して，隣接構造物によ

る拘束条件の違いが挙動に及ぼす影響を検討した事例は

見当たらず，その影響程度は不明である． 

そこで本検討では，断層変位を受ける鉄道高架橋を対

象として，隣接構造物による拘束条件が地震時挙動に及

ぼす影響を把握することを目的とした検討を行う．具体
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的には，線路直角方向の横ずれ断層による断層変位を受

ける構造物に対して，隣接構造物による線路方向に対す

る変位の拘束条件を変更し，損傷形態や損傷程度を比較

する． 

なお，本検討では，これまで著者らが行ってきた検討
6)と同一の解析モデルを用いることとした．  

 

 

2. 解析モデルおよび解析条件 

 

(1) 対象構造物と地震作用 

対象構造物は既往検討 6)と同一条件とした．対象構造

物の一般図を図-1に示す．1柱 1杭形式の一般的な構造

形式であり，現行の耐震標準 3)に準拠して設計された鉄

道高架橋を対象としている．隣接構造物との接続形式は

ゲルバー桁形式であり，実際にはスパン10m程度の調整

桁を介して同様の構造が連続していることを想定してい

るが，そのうち設計振動単位である 1ブロックを取り出

している．地盤種別はG3地盤である． 

構造物と断層の位置関係について，構造中心位置に横

ずれ断層が構造物と直交するように存在すると仮定して

いる．断層変位は，構造中心から左半分（1～3 列目）

の地盤 A が右半分（4～6 列目）の地盤 B に対して線路

直角方向に相対的に変位するものと仮定する．地震作用

の具体的な条件は(4)に後述する． 

 

(2) 解析モデル 

既往検討 6)と同じ構造物と地盤を一体とした 3 次元モ

デルを用いた．解析モデルを図-2に示す．断層を跨ぐ 2

地点の基盤を個別のラージマスでモデル化し，その上に

地盤と構造物のモデルを構築している．地盤および構造

物の主なモデル化条件を以下に列挙するが，詳細につい

ては文献 6)に譲る． 

構造部材について，いずれも M－φ関係でモデル化

し，耐震標準 3)に準拠した非線形特性が 2 軸に対して設

定している．最大耐力点以降の負勾配は解析安定のため

考慮しておらず，これよりも大変形の領域では実際より

も大きなモーメントを負担する条件となっている．また，

2 軸間のモーメントの相関やせん断変形は考慮していな

い． 

地盤について，2 地点の表層地盤をそれぞればね質点

系でモデル化している．各層間のばねの非線形特性には

GHE-S モデル 7)を用いている．構造物と地盤は基礎標準
8)に準拠した非線形特性を有する相互作用ばねによって

線路方向，線路直角方向でそれぞれ接続されている． 

 

(3) 拘束条件の設定 

図-2 に示した解析モデルのように構造物を設計振動

単位に区切った場合，通常の耐震設計等では隣接構造物

の影響として質量のみ考慮するのが一般的である．しか

しながら，断層変位によって構造物が大変形した場合に

図-1 対象構造物 
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図-2 解析モデル 6) 

表-1 隣接構造物による拘束条件の設定 

ケース 拘束条件 解析自由度 

Case1 
隣接構造物による 

拘束がない 
X, Y, Z, 

RX, RY, RZ 

Case2 
隣接構造物による 

線路方向の拘束がある 
Y, Z, 

RX, RY, RZ 
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は隣接構造物との相対変位が生じ，支承や桁を介して変

位が拘束される可能性がある．そこで，隣接構造物によ

って線路方向に対する変位が拘束される影響を把握する

ために，拘束の有無が異なる2ケースを表-1のように設

定した． 

変位の拘束がない Case1 では，解析自由度をすべてフ

リーとした．拘束がある Case2 では，便宜的に線路方向

（X）の自由度のみを固定することとした．なお，既往

検討 6)では，線路直角方向に対する挙動評価を主目的と

したため，線路方向（X）および線路直角方向周り（RY）

の自由度を固定としており，本検討条件とは異なる． 

 

(4) 解析条件 

(3)で設定した 2 ケースに対して，プッシュ・オーバ

ー解析 3)，断層変位を作用させた静的解析，慣性力と断

層変位を同時に作用させた動的解析をそれぞれ実施する． 

プッシュ・オーバー解析では，線路直角方向に水平

震度を漸増させながら作用させる．水平震度の分布は高

さ方向に一様とし，水平震度 1.0まで全 1000ステップで

漸増させる（1ステップあたりの水平震度の増分 0.001）．

このときラージマスおよび表層地盤の節点は固定する． 

断層変位を作用させる静的解析では，地盤Bに対する

地盤 Aの相対変位が 50cmとなるような断層変位を作用

させる．作用方向は線路直角方向とし，2500ステップに

分割してラージマス Aに作用させる（1ステップあたり

の断層変位の増分0.02cm）．このとき地盤Bのラージマ

スは固定する． 

動的解析では，慣性力と断層変位を同時に作用させる．

慣性力の影響は既往の検討 6)と同じL2地震動（スペクト

ル II）を想定する．断層変位の影響は地盤 A，B 間の相

対変位が最大 25cm となる変位波形を想定する．慣性力

の影響として基盤に生じる加速度波形を図-3 に示し，

断層変位の影響として地盤 A，B 間に生じる相対変位波

形を図-4に示す．数値積分にはNewmark β法（β=1/4）を

用い，時間刻み 0.005秒として逐次非線形解析を行う． 

 

 

3. 解析結果 

 

(1) プッシュ・オーバー解析による挙動の比較 

慣性力に対する基本的な挙動を把握するために，水

平震度を漸増させるプッシュ・オーバー解析を実施した． 

構造天端での水平震度－水平変位関係を図-5 に示す．

図より，水平震度－水平変位関係は両ケースで一致して

いる．これは，対象構造物が整形であり，構造全体が回

転せずに線路直角方向のみに一様に変形しているためで
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ある．なお，いずれのケースも柱の損傷が卓越する損傷

形態を示しており，これは図-6 に示す変形図からも見

て取れる． 

 

(2) 断層変位を受ける場合の損傷形態の比較 

断層変位が作用した場合の挙動を両ケースで比較する

ために，図-2 に示すラージマス A に断層変位を静的に

作用させた． 

(a) 変形形状 

断層変位が 50cm作用したときの変形図を図-7 に示す．

図には両ケースを重ね描いているが，両ケースで変形形

状は類似しており，断層を跨ぐ 3-4 列間の地中縦梁およ

び上層縦梁が相対的に大きく変形していることが見て取

れる． 

図-7 に示す応答変位の評価点（黒丸）に着目して，

断層変位と構造天端における応答変位の関係を図-8 に

示す．図-8(a)より，線路直角方向の変位は両ケースでほ

ぼ一致している．一方，線路方向について図-8(b)より，

拘束がある Case2 では当然変位が生じていないが，拘束

がないCase1では最大で±0.2cm程度の変位が生じている

ことが確認できる．図-7 に示す手前側の柱は負側に変

位し，奥側の柱は正側に変位している．他の列における

天端位置でも同様の挙動を確認している．すなわち，構

造全体が平面的に見て時計回りに回転している．これは，

図-9に示す概念図のように，断層を跨ぐ 3-4列間の縦梁

が平面上で時計回りの曲げ変形（図の赤矢印）を生じる

結果，線路直角方向に接続されている横梁にも同じ向き

に曲げ変形（図の青矢印）が生じるためである．ただし，

線路方向への変形量は線路直角方向と比較して十分小さ

く，2 軸のモーメントの相関を考慮していないことによ

る影響は限定的と考えられる． 

なお，図-8(b)では，断層変位が 10cm を超えた領域で

は線路方向の変位はほとんど増加していない．この要因

については(b)で後述する． 

(b) 損傷形態 

断層変位による損傷形態を把握するために，変形が大

きい断層付近の部材に着目して，断層変位と応答塑性率

の関係を図-10 に示す．図には図-7に示す断層を跨ぐ位

置の上層縦梁，地中縦梁，柱基部，杭頭部（青丸）にお

ける応答塑性率を示している．応答塑性率は各部材の降

伏曲率に対する応答曲率の比を算定している．部材の変

図-8 断層変位－構造天端の応答変位の関係 

図-9 断層変位を受ける構造物の変形の概念図 
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形方向はいずれも線路直角方向である． 

図より，両ケースで部材ごとの応答の傾向は類似して

おり，地中縦梁がより小さな断層変位によって先行して

降伏し，その後，上層縦梁が降伏して両者の応答が進展

している．柱と杭は梁部材の降伏後は応答の進展が抑制

され，最大 50cm の断層変位に対しても降伏していない．

これは，上層縦梁と地中縦梁が降伏して剛性が低下した

結果，柱や杭に伝達される断面力がほぼ一定となったた

めである．なお，同様の理由で横梁に伝達される断面力

も頭打ちとなるため，図-7 で示した線路方向の天端変

位は断層変位が 10cm程度以降で頭打ちになっている． 

両ケースの相違点に着目すると，梁部材が降伏すると

きの断層変位量は，拘束がない Case1 では上層縦梁で

9.8cm，地中縦梁で 6.4cm であるのに対し，拘束がある

Case2では上層縦梁で 6.8cm，地中縦梁で 4.9cmであり，

拘束した Case2 の方がより小さい断層変位で損傷する．

一方，柱および杭は Case1 の方がより大きな応答値で一

定となっている． 

両ケースで梁部材が降伏するときの断層変位量の違い

について，線形状態でのモーメント分布から議論する．

図-11 には断層変位が 0.3cm のときの線路直角方向の曲

げ変形によるモーメントを示している． 

図-11(a)より，梁部材に着目すると，断層を跨ぐ 3-4列

間では，Case2の方がCase1よりもモーメントは大きいこ

とが分かる．また，断層から離れるほどモーメントの絶

対値は相対的に小さくなるが，いずれの部材でも両ケー

スで分布形状は異なっている．柱および杭についても，

図-11(b)より，両ケースともに断層に最も近い 3，4 列目

でモーメントが最大となっている．このとき Case2 の方

がCase1よりも僅かに大きい． 

ここで，3，4 列目の柱と杭について，線形状態のモ

ーメント分布はCase2の方が僅かに大きい一方，図-10に

示した応答塑性率は反対に Case1 の方が大きい．これは，

Case2では梁部材がCase1より小さい断層変位で降伏する

ことで，柱に伝達される断面力も先に頭打ちになるため

である． 

以上より，線路直角方向の断層変位によって構造全体

が平面的に回転する挙動を示すことで，線路方向にも変

位が生じることが分かった．隣接構造物によって線路方

向の変位が拘束された場合，拘束されない場合とは断面

力分布が異なり，特に断層を跨ぐ梁部材ではより大きな

モーメントが生じる．その結果，梁部材はより小さな断

層変位によって損傷する可能性があることが示された． 

 

(3) 動的解析による損傷程度の比較 

拘束条件の違いによる損傷程度を比較するために，慣

性力と断層変位の影響を考慮した地震応答解析を行った．

具体的な解析手法は文献6)に譲るが，図-3に示す慣性力

の影響および図-4 に示す断層変位の影響を同時に考慮

した． 

3列目の柱基部および杭頭部，3-4列間の上層縦梁およ

び地中縦梁におけるモーメント－曲率関係を図-12 に示

図-11 断層変位 0.3cmでのモーメント分布 

(a) 上層縦梁および地中縦梁 

(b) 柱および杭 
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図-12 モーメント－曲率関係 
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す．図には降伏曲率φy，最大耐力時の曲率φmも示して

いる． 

図より，上層縦梁および地中縦梁の応答曲率は，拘束

を受ける Case2 の方が拘束を受けない Case1 よりもそれ

ぞれ 98%，38%大きく，損傷がより進展している．一方，

柱および杭の応答曲率は，Case1の方がCase2よりもそれ

ぞれ 14%，53%大きい．ケース間での応答の大小関係は

図-10で示した静的解析の結果と整合している． 

また，各列の応答塑性率を図-13 に示す．図より，両

ケースで損傷程度の分布は類似しており，断層に近い部

材で損傷がより大きく進展していることが分かる．この

傾向も図-11 に示したモーメント分布と類似している．

一方，両ケースの応答値はほとんどの列で異なっている

ことが分かる．これも図-11 に示すモーメント分布が各

列で異なっているためと考えられる．  

以上より，隣接構造物によって線路方向の変位が拘束

される場合，拘束を受けない場合と比較して断層を跨ぐ

上層縦梁および地中縦梁の応答が増加する．一方で柱お

よび杭の応答は反対に低減し，部材によって拘束の影響

が異なることが分かった．したがって，断層変位を受け

る構造物の地震時挙動を評価する際には，隣接構造物の

影響を適切に考慮する必要がある． 

 

 

4. まとめ 

 

本検討では，横ずれの断層変位を受ける鉄道高架橋を

対象として，隣接構造物による拘束条件が構造物挙動に

及ぼす影響を把握するための基礎的な解析を行った．具

体的には，線路直角方向の断層変位を受けた場合に，線

路方向に対する変位拘束の有無による損傷形態や損傷程

度を比較した．以下に本検討で得られた知見をまとめる． 

(1) 断層変位を作用させた静的解析の結果，線路直角

方向の断層変位が作用した場合であっても，梁部

材の曲げ変形によって構造物全体が平面的に回転

し，線路方向にも変位が生じる． 

(2) (1)で生じた線路方向の変位が隣接構造物によって

拘束される場合，拘束がない場合とはモーメント

分布が異なる．特に断層を跨ぐ上層縦梁や地中縦

梁は拘束によってモーメントが増加し，より小さ

い断層変位によって損傷する可能性がある．  

(3) 地震応答解析の結果，隣接構造物によって変位が

拘束された場合，断層を跨ぐ位置の上層縦梁と地

中縦梁の損傷がより進展する一方，柱と杭の損傷

は抑制される傾向にあり，拘束の有無によって損

傷程度が異なる． 

以上より，隣接構造物による変位の拘束条件が異なる

ことで，部材の損傷程度は変化することが確認された．

したがって，断層変位を受ける構造物の地震時挙動を評

価する際には，隣接構造物の影響を適切に考慮する必要

がある． 

一方，得られた知見から，支承条件や桁同士の遊間等

によって拘束条件を人為的に変更することで，部材の損

傷を制御できる可能性も示唆された．構造条件や断層の

作用位置等によって隣接構造物の影響を受ける部材やそ

の程度は異なると考えられるため，より広範な条件で検

討を行って知見を蓄積させることで，断層変位の影響を

受けにくい工法等の開発につなげていきたい． 
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EFFECT OF RESTRAINT OF ADJACENT STRUCTURE ON SEISMIC RESPONSE 

OF RAILWAY VIADUCT UNDER FAULT DISPLACEMENT 
 

Meguru ONODERA, Kimitoshi SAKAI and Akihiro TOYOOKA 
 

Fault displacement that appears on the ground surface may cause extensive damage to structures, so it is necessary 
to evaluate seismic response by considering the effects of fault displacement. For railway structures that are continuous 
in the track direction via bearings, girders, and tracks, adjacent structures may affect the response, but the degree of 
influence is unknown. In this study, we investigated the effect of displacement constraint by adjacent structures on the 
seismic responce of railway viaduct. It was shown that the restrained displacement in the direction of the track changes 
the moment distribution, and that the degree of damage to the member differs from that without considering the re-
strained displacement. Therefore, when evaluating the seismic behavior of structures subjected to fault displacement, 
it is necessary to consider the effects of adjacent structures.  
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